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自動車運転者の時間外労働の上限規制について



平成 年度 令和元年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

脳・心臓疾患の請求、決定及び支給決定件数の推移

請求件数 決定件数 支給決定件数

厚生労働省「過労死等の労災補償状況」

※※決決定定件件数数はは、、当当該該年年度度内内にに業業務務上上又又はは業業務務外外のの決決定定をを行行っっ
たた件件数数でで、、当当該該年年度度以以前前にに請請求求ががああっったたももののをを含含むむ。。

※※支支給給決決定定件件数数はは、、決決定定件件数数ののううちち「「業業務務上上」」とと認認定定ししたた件件
数数ででああるる。。

※※「「評評価価期期間間 かか月月」」のの件件数数はは、、脳脳・・心心臓臓疾疾患患のの発発症症前前 かか月月
間間のの時時間間外外労労働働時時間間をを評評価価ししてて支支給給決決定定さされれたた件件数数ででああるる。。

※※「「評評価価期期間間２２〜〜６６かか月月」」のの件件数数はは、、脳脳・・心心臓臓疾疾患患のの発発症症前前
かか月月間間なないいしし かか月月間間ににおおけけるる かか月月平平均均時時間間外外労労働働時時間間

をを評評価価ししてて支支給給決決定定さされれたた件件数数ででああるる。。
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平成 年度 令和元年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

精神障害の請求、決定及び支給決定件数の推移

請求件数 決定件数 支給決定件数

厚生労働省「過労死等の労災補償状況」

※※決決定定件件数数はは、、当当該該年年度度内内にに業業務務上上又又はは業業務務外外のの決決定定をを行行っっ
たた件件数数でで、、当当該該年年度度以以前前にに請請求求ががああっったたももののをを含含むむ。。

※※支支給給決決定定件件数数はは、、決決定定件件数数ののううちち「「業業務務上上」」とと認認定定ししたた件件
数数ででああるる。。

※※出出来来事事はは、、平平成成 年年 月月 日日付付けけ基基発発 第第 号号「「心心理理
的的負負荷荷にによよるる精精神神障障害害のの認認定定基基準準ににつついいてて」」別別表表１１をを参参照照。。
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精神障害の出来事別支給決定件数 令和 年度）

【主たる心理的負荷となった出来事】

件 件

シート❶

シート❷

精神障害に係る労災支給決定 （認定） 件数の推移1-2

1　過労死等の労災補償状況 

1 -1 脳 ・ 心臓疾患に係る労災支給決定 （認定） 件数の推移 
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（過労死等防止対策推進法２条）

過労死等 ①業務における過重な負荷による脳血管疾患・心臓疾患を原因とする死亡

②業務における強い心理的負荷による精神障害を原因とする自殺による死亡

③死亡には至らないが、これらの脳血管疾患・心臓疾患、精神障害

■過労死等防止対策推進法では、次のように定義付けされています。

脳・心臓疾患
（脳出血、脳梗塞や心筋梗塞など）

過重な負荷仕
事
の
ス
ト
レ
ス

（業
務
に
よ
る
負
荷
）

強い心理的負荷

過
重
労
働 精神障害（うつ病など）

健
康
障
害

死
亡
・自
殺
と
い
う
最
悪
の

結
果
に
な
る
こ
と
も…

▶脳・心臓疾患及び精神障害の労災認定基準
については、次シート参照■拘束時間が長い ■休日なしの連続勤務

■勤務間インターバルが短い勤務

■不規則な勤務、深夜勤務 ■出張が多い

■心理的負荷を伴う業務（ノルマがきつい、責任
が重いなど）

■職場の人間関係、ハラスメント 等

次の①から③いずれかの「業務による明らかな過重負荷」を受けたことにより発症した脳・心臓疾患（脳出血、

心筋梗塞などの認定基準の対象疾病）は、業務上の疾病（労災）として取り扱われます。

脳・心臓疾患の労災認定基準

精神障害の労災認定基準

認定要件 評価する期間 労災と認められる場合の例

業
務
に
よ
る
明
ら
か
な

過
重
負
荷

①長期間の
過重業務

発症前おおむね
６か月間

発症前１か月間におおむね 時間または発症前２～
６か月間にわたって、１か月当たりおおむね 時間を
超える時間外労働

②短期間の
過重業務

発症前おおむね
１週間

・（発症直前～前日）特に過度の長時間労働
・（発症前おおむね１週間）継続して、深夜時間帯に及ぶ
時間外労働を行うなど過度の長時間労働

③異常な
出来事

発症直前から
前日

極度の緊張、恐怖等の強度の精神的負荷を引き起こす
事態、急激で著しい作業環境の変化など

認定基準の対象となる精神障害（うつ病など）の発病前おおむね６か月間に、「業務による強い心理的負荷」

が認められる場合に、業務上の疾病（労災）として取り扱われます。

※業務以外の心理的負荷や個体側要因（例えば、アルコール依存状況など）により
発病したとは認められないことが必要です。

業務による具体的な出来事があり、
その出来事とその後の状況が、労働
者に強い心理的負荷を与えたこと

これらの事情が認
められない場合で
も、労働時間と労働
時間以外の負荷要
因を総合的に考慮
し、業務と発症との
関連性が強いと認
められる場合は、労
災と認められます。

シート❸

シート❹

2　過重労働による健康障害 （過労死等） と労災認定基準

過重労働による健康障害 （過労死等）2-1

労災認定基準のポイント2-2
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働く人に及ぼす影響

①心身の健康への影響

●脳・心臓疾患等の発症リスクが高まる

●精神障害（うつ病等）の発症リスクが高まる

②二次的な事故・トラブル発生のリスク

●十分な休養・睡眠がとれない 疲労が溜まる

意欲・注意力が低下 新たな事故やトラブルを呼び込む

③生活への影響、ワークライフバランスの崩壊

●家庭生活に充てる時間が確保できない、家庭責任を果たせない

●生活を充実させる精神的な余裕がなくなる

≪過労死等の労災認定基準による労働時間の目安≫

「時間外・休日労働時間」とは、休憩時間を除き 週間当たり 時間を超えて
労働させた場合におけるその超えた時間

業務における強い心理的負荷による精神障害
によって、正常な認識、行為選択能力、自殺行
為を思いとどまる精神的抑制力が著しく阻害
され、自殺に至る場合があるとされています。

企業経営への影響

例
え
ば

①生産性の低下

●従業員のパフォーマンス（能力、業績等）が低下

●残業によりコスト増（残業代・光熱費等）

②休職・退職者が出ることによる損失

●他の従業員への負担、人手不足、有能人材の損失

●人員補充のために採用コスト増

③社会的信用の失墜

●企業への評価・イメージが低下

▶人材が集まらない

▶取引へのダメージ

④法的責任のリスク

【行政による指導・監督】
✤労災事案として監督署の調査・指導を受ける。
✤労働基準関係法令違反の事実が発覚すると、是正
指導等の対象となる。

【刑事的責任】
✤悪質な事案では、労基法・安衛法違反等で送検され、
罰則が科される。

【民事的責任】
✤従業員やその家族から企業へ、安全配慮義務違反に

よる損害賠償請求訴訟を提起されるリスクがある。

■時間外労働の上限、３６協定に関する違反（労基法３６条）
■割増賃金の不払い（労基法３７条）
■面接指導義務違反（安衛法６６条の８～）など

安全配慮義務

使用者は、労働契約に伴い、労働者がその生命、身体等の安全を
確保しつつ労働することができるよう、必要な配慮をすべき義務
を負う（労働契約法５条）。

法的責任とは…

［損害賠償請求の根拠条文］
■債務不履行責任（民法 条） ■不法行為責任（民法 条）

■使用者責任（民法 条）

シート⓳

シート⓴

4　過重労働の影響

過重労働が働く人に及ぼす影響4-1

過重労働が企業に及ぼす影響4-2
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労働時間法制の概要

◆ １週40時間／１日８時間を超えて労働させてはならない

◆ 毎週少なくとも１回（または４週間に４日以上）の休日が必要

原則

◆ 例外的に時間外・休日労働をさせる場合は、使用者と労働者

の代表で36協定を締結し、労基署に届け出ることが必要

◆   36協定では、時間外労働の最大の時間数などを定める

例外

⇒ 36協定に定めることができる時間外労働の時間数のルールは？

共通



自動車運転者の時間外労働の上限規制

Ｒ６年３月31日まで

Ｒ６年４月１日以降

※大臣告示（限度基準告示）の適用なし上限なし

※ 改正された「改善基準告示」も2024年４月から適用されている

法律による上限

特別条項 (例外）

✓ 月45時間

✓ 年360時間

１年間（ 1 2 か月）

法定労働時間

✓１週40時間

✓１日８時間

時
間
外
労
働

年960時間

法律による上限

限度時間（原則）

（参考）一般の業種の時間外労働の上限規制

（例外）
法律による上限
(年６か月まで)
✓年720時間
✓複数月平均80時間＊
✓月100時間未満＊

（原則）
法律による上限

✓月45時間
✓年360時間

１年間（12か月）

法定労働時間

限度時間

特別条項

＊休日労働を含む

自動車運転者の時間外労働の上限規制

共通



労働時間の把握

◆ 使用者の指揮命令下に置かれている時間
のことであり、使用者の明示または黙示
の指示により労働者が業務に従事する時
間は労働時間に当たる

◆ 業務の準備・後始末の時間、研修・教育
訓練を受ける時間や、待機の時間も、使
用者の明示または黙示の指示がある場合
には、労働時間に該当する

労働時間とは

◆ 使用者が自ら確認するか、タイムカード
等客観的な記録を基礎として確認する

◆ やむを得ず自己申告によって労働時間を
把握する場合には、労働時間適正把握ガ
イドラインに基づく措置を講じる必要が
ある

労働時間適正把握

共通



「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」（改善基準告示）

⚫ 「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」（改善基準告示）は、トラックなどの自動車運転者について、労働時間

等の労働条件の向上を図るため、その業務の特性を踏まえ、すべての産業に適用される労働基準法では規制が難しい拘束時間

（始業から終業までの時間（休憩時間を含む))、休息期間（勤務と勤務の間の自由な時間）、運転時間等の基準を定めたもの。

・長時間労働、交通事故の増加
・路面運送における労働時間及び休息期間に関するＩＬＯ条約採択

拘束時間、休息期間等の基準を定めた局長通達の策定（昭和54年）

中央労働基準審議会での関係労使の議論

通達を大臣告示とすることで労使が合意し、
「改善基準告示」を策定（平成元年）

労働時間等の改善を定めた局長通達の策定（昭和42年）

制定の経緯

【参考】拘束時間と休息期間

▸ 拘束時間とは、労働時間、休憩時間その他の使用者に

   拘束されている時間をいう。

▸ 休息期間とは、使用者の拘束を受けない期間をいう。 労働時間

休憩時間

24:00

08:00 21:00

00:00

拘束時間

作業時間（運転・整備等）

拘束時間休息期間 休息期間
手待ち時間（荷待ち等）

※告示制定以降、法定労働時間が段階的に短縮し、週40時間制へ移行す

るに伴い、見直しが行われた。平成９年に改正されてからは、令和４

年に至るまで、内容を伴う改正は行われていなかった。

共通



トラック運転者に適用される「改善基準告示」の改正の概要①

旧告示 改正後（令和６年４月１日～）

１年、
１か月の
拘束時間

１か月 ２９３時間以内

【例外】労使協定により、次のとおり延長可
１年 ３,５１６時間以内の範囲で
１か月  ３２０時間以内（年６か月まで）

１年 ３,３００時間以内
１か月  ２８４時間以内

【例外】労使協定により、次のとおり延長可（①②を満たす必要あり）
１年 ３,４００時間以内
１か月  ３１０時間以内（年６か月まで）
①２８４時間超は連続３か月まで
②１か月の時間外・休日労働時間数が１００時間未満となるよう努める

１日の
拘束時間

原則 １３時間以内
（上限１６時間、
１５時間超は週２回まで）

原則 １３時間以内
（上限１５時間、１４時間超は週２回までが目安）

【例外】

宿泊を伴う長距離貨物運送の場合(※)、継続１６時間まで延長可（週２回まで）
※１週間における運行がすべて長距離貨物運送（一の運行の走行距離が450km以上の貨物運送）で、
一の運行における休息期間が住所地以外の場所におけるものである場合

１日の
休息期間

継続８時間以上 継続１１時間以上与えるよう努めることを基本とし、
９時間を下回らない

【例外】
宿泊を伴う長距離貨物運送の場合(※)、 継続８時間以上（週２回まで）
休息期間のいずれかが９時間を下回る場合は、運行終了後に継続１２時間以上の
休息期間を与える

⚫ 長時間・過重労働の実態にある自動車運転者の時間外労働の削減や過労死等防止といった観点から、見直しを行う

もの。

トラック



トラック運転者に適用される「改善基準告示」の改正の概要②

旧告示 改正後（令和６年４月１日～）

運転時間
２日平均１日当たり ９時間以内
２週平均１週当たり ４４時間以内

現行どおり

連続
運転時間

４時間以内
（運転の中断は、
１回連続１０分以上、合計３０分以上）

４時間以内
運転の中断時には、原則として休憩を与える
（１回おおむね連続１０分以上、合計３０分以上）
【例外】

SA・PA等に駐停車できず、やむを得ず４時間を超える
場合、４時間３０分まで延長可

予期し得ない
事象

予期し得ない事象への対応時間を、１日の拘束時間、運
転時間（２日平均）及び連続運転時間から除くことがで
きる（※１，２）

勤務終了後、通常どおりの休息期間（継続１１時間以上
を基本、９時間を下回らない）を与える

※１
予期し得ない事象とは、次の事象をいう。
・運転中に乗務している車両が予期せず故障したこと
・運転中に予期せず乗船予定のフェリーが欠航したこと
・運転中に災害や事故の発生に伴い、道路が封鎖されたこと又は道路が
渋滞したこと

・異常気象（警報発表時）に遭遇し、運転中に正常な運行が困難となった
こと

※２
運転日報上の記録に加え、客観的な記録（公的機関のＨＰ情報等）が必要。

トラック



トラック運転者に適用される「改善基準告示」の改正の概要③

旧告示 改正後（令和６年４月１日～）

分割休息
特例

継続８時間以上の休息期間を与えることが困難な場合
・分割休息は１回４時間以上
・休息期間の合計は、１０時間以上

・一定期間（２か月程度）における勤務回数の
２分の１が限度

継続９時間以上の休息期間を与えることが困難な場合
・分割休息は１回３時間以上
・休息期間の合計は、
２分割：１０時間以上、３分割：１２時間以上

・３分割が連続しないよう努める
・一定期間（１か月程度）における勤務回数の
２分の１が限度

２人乗務
特例

車両内に身体を伸ばして休息できる設備がある場合、
拘束時間を２０時間まで延長し、
休息期間を ４時間まで短縮可

現行の内容に次の例外を追加

【例外】設備（車両内ベッド）が※の要件を満たす場合、
次のとおり、拘束時間をさらに延長可
・拘束時間を２４時間まで延長可
（ただし、運行終了後、継続１１時間以上の休息期間
を与えることが必要）

・さらに、８時間以上の仮眠時間を与える場合、
拘束時間を２８時間まで延長可

※ 車両内ベッドが、長さ198cm以上、かつ、幅80cm以上の連続した
平面であり、かつ、クッション材等により走行中の路面等からの衝撃
が緩和されるものであること。

隔日勤務
特例

２暦日の拘束時間は２１時間
休息期間は 継続２０時間以上

【例外】仮眠施設で夜間４時間以上の仮眠を与える場合、
拘束２４時間まで延長可（２週間に３回まで）

現行どおり

フェリー
特例

・フェリー乗船時間は、原則として休息期間（減算後の
休息期間は、フェリー下船時刻から勤務終了時刻まで
の間の時間の２分の１を下回ってはならない。）

・フェリー乗船時間が８時間を超える場合、原則として
フェリー下船時刻から次の勤務が開始される。

現行どおり

トラック



令和７年に和歌山労働局において実施した
道路貨物運送業を対象とした監督の結果

労働時間 労働時間のうち
単月100時間超

労働時間のうち
複数月平均80時間超 割増賃金

18件
（違反率54％）

２件 ２件 ８件

＜労働基準法に係る違反の状況＞

＜改善基準告示に係る違反の状況＞

最大拘束時間 休息期間 最大運転時間 連続運転時間

21件
（違反率63％）

19件 12件 ９件

和歌山労働局管内33事業場に対し実施



トラック運転者に適用される「改善基準告示」の改正の概要④

改善基準告示については、
パンフレットやQ＆Aもご参照ください。

トラック運転者の改善基準の

ポイント（パンフレット） 改善基準告示に関するQ＆A

トラック



36協定記載例（様式第９号の３の４）（トラック）

●協定届に「別添協定書記載のと
おり」と記載した場合には、協
定書も添付して所轄の労働基準
監督署長に届け出てください。

トラック



36協定記載例（様式第９号の３の５）（トラック）

●協定届に「別添協定書記載
のとおり」と記載した場合
には、協定書も添付して所
轄の労働基準監督署長に届
け出てください。

トラック



36協定記載例（協定書）（トラック）

協定書には赤枠部分を参考に改善基準告示との関係を定めるようにして、改善基準告示を遵守してください。

トラック



拘束時間の延長に関する協定書記載例（トラック）

●トラック運転者の拘束時間は、原則として、
１か月：284時間以内
１年 ：3,300時間以内
であるが、本労使協定を締結することで、
１か月：310時間以内（年６か月まで）
１年 ：3,400時間以内
まで延長可能。

●このとき、284時間超は連続３か月までとし、
１か月の時間外・休日労働時間数が100時間
未満となるよう努める必要がある。

●本労使協定は、所轄の労働基準監督署長への
届出は不要。

トラック
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コラム 「所定」と「法定」の違い
 今回の法改正の内容を正しく理解していただくには、まず「時間外労働」と「休⽇労
働」について、法律上の規定を正しく理解していただくことが必要です。

 時間外労働については、⼀般的に考えられている「残業」と法律上の「時間外労働」が
異なっている場合があるので注意が必要です。
いわゆる「残業」というと、会社で定めた「所定労働時間」を超える時間のことを指す
と考える方が多いのではないでしょうか。⼀方、法律上の「時間外労働」とは、労働基
準法で定められた「法定労働時間」（１⽇８時間・１週40時間）を超える時間のことを
いいます。（このパンフレットにおける「時間外労働」は、後者を指しています。）

 休⽇労働についても同様に注意が必要です。
いわゆる休⽇労働というと、会社で定める「所定」休⽇に労働した時間と考える方が多
いのではないでしょうか。⼀方、法律上の休⽇労働とは、労働基準法で定められた「法
定」休⽇に労働した時間のことをいいます。
労働基準法では原則として、使用者は労働者に対して毎週少なくとも１回休⽇を与えな
ければならないとされています。このため、「法定」休⽇とは、１週間につき１⽇の休
⽇のことをいいます。（このパンフレットにおける「休⽇労働」は、法定休⽇に労働さ
せることをいいます。）

ここも注目 労働時間の適正な把握（労働安全衛⽣法の改正）
 労働基準法においては、労働時間、休⽇、深夜業等について規定を設けていることから、
使用者には、労働時間を適正に把握するなど労働時間を適切に管理する責務があります。

 「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関するガイドライン」（平成
29年）では、使用者が講ずべき措置を具体的に明らかにしています。

 このガイドラインでは、管理監督者やみなし労働時間制が適用される労働者は対象外と
なっていますが、今回の法改正においては、⻑時間労働者に対する医師による⾯接指導
の履⾏確保を図るため、労働安全衛⽣法を改正し、これらの方の労働時間の状況（※）に
ついても、労働安全衛⽣規則に規定する方法で把握しなければならないこととなりまし
た。
※労働時間の状況･･･いかなる時間帯にどのくらいの時間、労務を提供しうる状態にあったかという概念。

 労働時間の状況の把握は、タイムカードによる記録、PC等の使用時間の記録等の客観的
な方法や使用者による現認が原則となります。これらの方法をとることができず、やむ
を得ない場合には、適正な申告を阻害しない等の適切な措置を講じた上で自⼰申告によ
ることができます。

 事業者は、労働時間の状況の記録を作成し、３年間保存する必要があります。

「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関するガイドライン」
☞ https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/roudouzikan/070614-2.html

例えば、始業時刻が9:00、休憩時間が12:00〜13:00、終業時刻が17:30の会社であれば、所定労働時間は
7:30となります。
この場合に、9:00に始業し18:00に終業した労働者については、いわゆる「残業」は30分になりますが、
法律上の「時間外労働」は無しとなります。ただし、残業手当の算定基準を、「所定労働時間」を超える時
間とするか、「法定労働時間」を超える時間とするかは、労使の定めによって決まります。

例えば、毎週⼟曜・⽇曜を所定休⽇、そのうち⽇曜を法定休⽇と定めている事業場であれば、⼟曜⽇に労働
した時間は「法定」休⽇労働には該当せず、⽇曜⽇に労働した時間が「法定」休⽇労働となります。
⽉曜〜⼟曜までに労働した時間が40時間を超えていた場合には、超えた時間は「時間外労働」にカウント
されるので、注意が必要です。

36協定で定める時間外労働及び休日労働について留
意すべき事項に関する指針
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今回の法改正とあわせて、時間外労働及び休⽇労働を適正なものとすることを目的として、
36協定で定める時間外労働及び休⽇労働について留意していただくべき事項に関して、新
たに指針を策定しました。３６協定の締結に当たっては、この指針の内容に留意してくださ
い。

使⽤者は、36協定の範囲内であっても労働者に対する安全配慮義務を負いま
す。また、労働時間が⻑くなるほど過労死との関連性が強まることに留意する
必要があります。（指針第３条）

36協定の範囲内で労働させた場合であっても、労働契約法第５条の安全配慮義務を負うこ
とに留意しなければなりません。
「脳血管疾患及び虚血性心疾患等の認定基準について」（平成13年12⽉12⽇付け基発第1063号厚
⽣労働省労働基準局⻑通達）において、
１週間当たり40時間を超える労働時間が⽉45時間を超えて⻑くなるほど、業務と脳・心
臓疾患の発症との関連性が徐々に強まるとされていること
さらに、１週間当たり40時間を超える労働時間が⽉100時間⼜は２〜６か⽉平均で80時
間を超える場合には、業務と脳・心臓疾患の発症との関連性が強いとされていること

に留意しなければなりません。

時間外労働・休日労働は必要最⼩限にとどめてください。（指針第２条）

時間外労働・休⽇労働は必要最小限にとどめられるべきものであり、労使がこのことを十
分意識した上で36協定を締結する必要があります。

時間外労働・休日労働を⾏う業務の区分を細分化し、業務の範囲を明確にして
ください。（指針第４条）

例えば、各種の製造⼯程において、それぞれ労働時間管理を独⽴して⾏っているにもかか
わらず、「製造業務」とまとめているような場合は、細分化は不十分となります。

臨時的な特別の事情がなければ、限度時間（⽉45時間・年360時間）を超え
ることはできません。限度時間を超えて労働させる必要がある場合は、できる
限り具体的に定めなければなりません。この場合にも、時間外労働は、限度時
間にできる限り近づけるように努めてください。（指針第５条）

限度時間を超えて労働させることができる場合を定めるに当たっては、通常予⾒すること
のできない業務量の⼤幅な増加等に伴い臨時的に限度時間を超えて労働させる必要がある場
合をできる限り具体的に定めなければなりません。
「業務の都合上必要な場合」「業務上やむを得ない場合」など恒常的な⻑時間労働を招くお
それがあるものは認められません。
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１か⽉未満の期間で労働する労働者の時間外労働は、目安時間（※）を超えな
いように努めてください。（指針第６条）

（※）目安時間 １週間︓15時間、２週間︓27時間、４週間︓43時間

休日労働の日数及び時間数をできる限り少なくするように努めてください。
（指針第７条）

限度時間を超えて労働させる労働者の健康・福祉を確保してください。
（指針第８条）

限度時間を超えて労働させる労働者の健康・福祉を確保するための措置について、次の中
から協定することが望ましいことに留意しなければなりません。
(1) 医師による⾯接指導
(2) 深夜業（22時〜５時）の回数制限
(3) 終業から始業までの休息時間の確保（勤務間インターバル）
(4) 代償休⽇・特別な休暇の付与
(5) 健康診断
(6) 連続休暇の取得
(7) 心とからだの相談窓⼝の設置
(8) 配置転換
(9) 産業医等による助言・指導や保健指導

限度時間が適⽤除外・猶予されている事業・業務についても、限度時間を勘案
し、健康・福祉を確保するよう努めてください。（指針第９条、附則第３項）

限度時間が適用除外されている新技術・新商品の研究開発業務については、限度時間を勘
案することが望ましいことに留意しなければなりません。また、⽉45時間・年360時間を超
えて時間外労働を⾏う場合には、⑦の健康・福祉を確保するための措置を協定するよう努め
なければなりません。
限度時間が適用猶予されている事業・業務については、猶予期間において限度時間を勘案
することが望ましいことに留意しなければなりません。

時間外労働は原則として限度時間を超えないものとされていることに十分留意し、限度時
間を超える場合でも、(1)１か⽉の時間外労働及び休⽇労働の時間、 (2)１年の時間外労働
時間、を限度時間にできる限り近づけるように努めなければなりません。
限度時間を超える時間外労働については、25％を超える割増賃⾦率とするように努めなけ
ればなりません。

限度時間を超えて労働させる場合、⽉末２週間に80時間、翌⽉初２週間に80時間、合わせて連
続した４週間に160時間の時間外労働を⾏わせるなど、短期に集中して時間外労働を⾏わせるこ
とは望ましくありません。

︕

36協定届の新しい様式

今回の法改正によって法律に時間外労働の上限が規定されたため、36協定で定める必要が
ある事項が変わりました。このため、36協定届の新しい様式を策定しています。

 時間外労働⼜は休⽇労働を⾏わせる必要がある場合には、以下の事項について協定した
上で、36協定届（様式第９号）を所轄労働基準監督署⻑に届け出る必要があります。

 臨時的な特別の事情があるため、原則となる時間外労働の限度時間（⽉45時間・年360
時間）を超えて時間外労働を⾏わせる必要がある場合には、さらに以下の事項について
協定した上で、36協定届（様式第９号の２）を所轄労働基準監督署⻑に提出する必要が
あります。

新しい36協定において協定する必要がある事項

限
度
時
間
を
超
え
る
場
合

臨時的に限度時間を超えて労働させる必要がある場合における
１か⽉の時間外労働＋休⽇労働の合計時間数 （100時間未満）
１年の時間外労働時間 （720時間以内）

限度時間を超えることができる回数（年６回以内）

限度時間を超えて労働させることができる場合

限度時間を超えて労働させる労働者に対する健康及び福祉を確保するための措置

限度時間を超えた労働に係る割増賃⾦率

限度時間を超えて労働させる場合における手続
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新しい36協定において協定する必要がある事項

労働時間を延⻑し、⼜は休⽇に労働させることができる場合

労働時間を延⻑し、⼜は休⽇に労働させることができる労働者の範囲

対象期間（１年間に限る） １年の起算⽇ 有効期間

対象期間における
✔１⽇ ✔１か⽉ ✔１年

について、労働時間を延⻑して労働させることができる時間⼜は労働させることができる休⽇

時間外労働＋休⽇労働の合計が
✔⽉100時間未満 ✔２〜６か⽉平均80時間以内

を満たすこと

 P.6のPoint３のとおり、経過措置期間中は上限規制が適用されないため、従前の様式で
届出してください。
したがって、⼤企業であれば2019年４⽉以後の期間のみを定めた36協定から、中小企業
であれば2020年４⽉以後の期間のみを定めた36協定から、新しい様式で届出してくださ
い。

 ただし、経過措置期間中であっても、上限規制に対応できる場合には、新しい様式で届
出してもかまいません。

Ⅱ．実務対応編



このコースは、生産性を向上させ、労働時間の削減や勤務間インターバル制度の導入等に向け
た環境整備に取り組む、自動車運転の業務に従事する労働者を雇用する中小企業事業主の皆さ
まを支援します。ぜひご活用ください。

令和８年度「働き方改革推進支援助成金｣
業種別課題対応コース（運送業等）のご案内

課題別にみる助成金の活用事例

生産性の向上を図ることで、働きやすい職場づくりが可能に!!

運送業務を効率化し、
労働時間を削減したい！

積載量の多いトレーラーを導入

一度で多くの荷物を運べるよ
うになったことで、労働時間
が削減された。

デジタル式運行記録計を導入

運行に伴う事務作業を効率化し、
労働時間を削減したい！

運転日報や出勤簿の作成が自
動化されたことにより、労働
時間が削減された。

企業の
課題

助成金
による
取組

改善の
結果

助成内容について詳しくは、裏面をご覧ください。

ご不明な点やご質問がございましたら、企業の所在地を管轄する
働き方改革推進支援センター または 都道府県労働局 雇用環境・均等部（室）にお尋ねください。
電子申請システムによる申請も可能です。（https://www.jgrants-portal.go.jp/）

電子申請システム「Ｊグランツ」働き方改革推進支援センター 都道府県労働局 (2026.４)申請様式など

ご利用の流れ

都道府県労働局 雇用環境・
均等部（室）に「交付申請
書」を提出
申請期限：令和８年11月30日(月)

交付決定後、提出した計画に
沿って改善事業を実施
事業実施：

令和９年１月31日(日)まで

雇用環境・均等部（室）に支給申請

申請期限：事業実施予定期間が終了した日か
ら起算して30日後の日 または 令和９年２月
５日（金）のいずれか早い日

（注意）本助成金は国の予算額に制約されるため、11月30日以前に、予告なく受付を締め切る場合があります。



上記「成果目標」の達成状況に応じて、上記「改善事業」の実
施に要した経費の一部を助成します。

① 労務管理担当者に対する研修（※１)

② 労働者に対する研修（※１）、周知・啓発

③ 外部専門家によるコンサルティング

④ 就業規則・労使協定等の整備

⑤ 人材確保に向けた取組

⑥ 労務管理用ソフトウェア、労務管理用機器、
デジタル式運行記録計の導入・ 更新

⑦ 労働能率の増進に資する設備・機器等の導入・
更新

(※１）研修には、勤務間インターバル制度に関するもの及び

業務研修も含みます。

「成果目標」を１つ以上選択の上、その達成を目指して「改善

事業」を実施してください。

① 月60時間を超える36協定の時間外・休日労働時

間数の削減

② 所定外労働時間数の削減

③ 年次有給休暇の計画的付与制度を新規導入

④ 時間単位の年次有給休暇制度と、交付要綱で規定

する特別休暇を１つ以上新規導入

⑤ 10時間以上の勤務間インターバルの導入

成果目標「賃金の引上げ」の上限額の加算（※６）

（常時使用する労働者が30人を超える場合）

成果目標①の上限額

成果目標③、④の上限額：各25万円
成果目標⑤の上限額

１企業当たりの上限額（※５）休息時間数(※４)

150万円10時間以上11時間未満

170万円11時間以上

業種別課題対応コース（運送業等）の助成内容

【対象事業主の要件】

１．労働者災害補償保険の適用を受ける労働基準法第

140条第１項に定める自動車運転の業務に従事する労

働者を雇用する中小企業事業主であること。

２．年５日の年次有給休暇の取得に向けて、年休管理簿

や就業規則等を整備していること。

など

対象事業主

成果目標

助成上限額と助成額

改善事業（助成対象となる取組）

(※４） 事業実施計画で指定した事業場に導入する勤務間インターバルの
休息時間数のうち、最も短いものを指します。

(※５） 勤務間インターバルを適用する労働者の範囲の拡大、勤務間イン
ターバルの時間延長の場合は、上表の1/2が上限額となります。

選択した上記「成果目標」に設定された、右記①から⑤
までの助成上限額に、右記の加算制度における上限額へ
の加算額を合計した金額

上
限
額

上限額又は対象経費の合計額に補助率３／４(※２)を乗
じた額のいずれか低い金額を助成します。

助
成
額

(※２) 常時使用する労働者数が30人以下かつ、「改善事業」の
⑥・⑦を実施する場合で、その所要額が30万円を超える
場合は、補助率４／５。

11人～30人７～10人４～６人１～３人引上げ人数

１人当たり２万円
（上限60万円）

20万円12万円６万円
３％以上
引上げ

１人当たり８万円
（上限240万円）

80万円48万円24万円
５％以上
引上げ

１人当たり12万円
（上限360万円）

120万円72万円36万円
７％以上
引上げ

助成上限額 削減した労働者１人あたりの
所定外労働時間数 

50万円 5時間以上10時間未満 

100万円 10時間以上 

成果目標②の上限額（※３）

(※３）成果目標①及び②は同時に選択できない。

加算制度

（※６）常時使用する労働者数が10人以上30人以下の場合は、達成
した成果目標 の助成上限額に、上表の５％及び７％以上の引上げ
について２倍の上限額が加算されます。

また、常時使用する労働者数が10人未満の場合は、上表の５％
及び７％以上の引上げについて2.5倍の上限額が加算されます。

成果目標「割増賃金率の引上げ」の上限額の加算

加算額 割増賃金率引上げ加算の成果目標達成に係る要件 

25万円 月60時間以内の時間外労働に係る所定割増賃金率を５％
以上引き上 げること。 

75万円 

月45時間を超えて月60時間以内の時間外労働時間に係る
所定割増賃 金率を５割以上とし、かつ、交付申請後から
事業実施予定期間の終 期までの期間において、いずれか
１か月における時間外労働の時間 数を、交付申請日の属
する月を基準として、労働者１人あたり10時 間以上削減
すること。 

成果目標「割増賃金率の引上げ」の上限額の加算

事業実施後の設定時間数

月60時間を超え
月80時間以下

月60時間以下

―200万円月60時間を超え
月80時間以下

事
業
実
施
前
の

設
定
時
間
数 150万円250万円月80時間超

働き方改革推進支援センター
または都道府県労働局に相談！

申請書
カキカキ…
添付書類も

準備…

都道府県労働局

いざ提出！





働き方改革の実現に向けて、荷主の方にもご協力をお願いしています

働き方改革解説動画のポイント

⚫トラックドライバーにとっては、荷物の積み下ろしの際

の待機時間が負担となっていること。

⚫荷主の方には、荷待ち時間の削減のため、適切な貨物の

受取・引渡し日時の指定、予約システムの導入などの取

組をお願いしたいこと。

⚫また、荷物の積みおろし作業の効率化のためにも、パ

レットの導入などの工夫を進めていただきたいこと。

⚫さらに、トラックドライバーの処遇改善に向けて、「標

準的運賃」を参考に運賃や荷待ち・荷役作業等の料金な

どの見直しもご検討いただきたいこと。

⚫また、一般国民の立場においても、なるべく再配達にな

らないような配慮をお願いしたいこと。

（働き方改革解説動画）

⚫トラックドライバーの働き方改革の実現のため、厚生労働省では、国土交通省と連携して働き方改革解説動画などを通じて、
荷主に向けて荷待ち時間削減、荷役作業効率化に向けた協力を呼びかけている。

⚫また、賃金水準の向上に向けて、賃金の原資となる適正な運賃（「標準的運賃」）についても周知を行っている。

令和７年４月施行の改正物流法により、荷主等に物流効率化のた

めに取り組むべき措置についての努力義務等が課されています。

取り組むべき措置の内容については、国土交通省の「物流効率化

法」理解促進ポータルサイトをご確認ください。

（「物流効率化法」理解促進ポータルサイト）

（リーフレット「ＳＴＯＰ！長時間の荷待ち」）

（長時間の荷待ちに関する情報メール窓口）

労働基準局広報キャラクター「たしかめたん」

トラック















ご清聴ありがとうございました。

労働基準局

広報キャラクター たしかめたん

「働き方改革」は、

「魅力ある職場づくり」の実現による

 生産性向上、人手不足解消のチャンス！

関 係 情 報 は こ ち ら の ウ ェ ブ サ イ ト で 発 信 し て い ま す 。

生 産 性 の 向 上 に 向 け て 、 働 き 方 改 革 推 進 支 援 セ ン タ ー

も 是 非 ご 利 用 く だ さ い ！

（厚生労働省ウェブサイト） （特設サイト「はたらきかたススメ」）

（働き方改革特設サイト）

（自動車運転者の長時間労働改善に向けたポータルサイト）

共通


